
西部地域事業所を対象とした通勤等に関する
アンケート調査結果報告



１

【要約】西部地域における事業所アンケート調査

⚫ 目的：西部地域の事業所の通勤交通の実態を把握し、地域公共交通サービス検討の基礎資料とする
⚫ 被験者：37事業所、597人 （7割が製造業、大半が従業員50人以下の中小企業）

従業員の居住地別通勤交通手段構成(1)通勤交通手段の特性と課題

・従業員の通勤交通手段は、自転車が最も多く、次に
自動車利用が多い。

・大東市内居住者は自転車利用、大阪市からの通勤で
は鉄道利用、それ以外からの通勤では自動車利用が
多い。

・通勤に利用されている駅は、住道駅、鴻池新田駅が
多く、門真南駅も少し利用がある。

・通勤での路線バス、コミュニティバス利用は極めて少
ない。

⚫ 課題；

➢ 公共交通サービス水準の向上とともに、
自転車の走行環境の改善が望まれる。

【要約】 西部地域事業を対象とした通勤等に関するアンケート調査の実施



２

(2) マイカー通勤に対する意識と態度

⚫ 課題；

【要約】 西部地域事業を対象とした外出等に関するアンケート調査の実施

63%

30%

15%

11%

4%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交通事故

駐車場の確保

通勤時の交通渋滞

通勤費用

路上駐車

その他

・事業所は、マイカー通勤に対して「交通事故の危険がある」
「駐車場の確保に費用がかさむ」などの問題意識を持ってい
る。
・しかし、マイカー通勤は従業員の自主性に任せられている事
業所が多く、マイカー通勤の削減には積極的ではない状況で
ある。
・さらに、マイカー通勤抑制の実施は「従業員から反対されると
思う」と回答される事業所も7割に達する。

✓ 事業者への通勤環境の改善、従業員の意識・態
度と行動変容を促す取り組みが必要
(モビリティ・マネジメントの取り組み)

✓ 事業所に対しては、安全対策・経費削減の面から
の働きかけが有効

事業所の「マイカー通勤」に対する問題意識

回答事業所：35社

事業所が考えるマイカー通勤抑制の従業員の反応

賛成すると思う

1社

3%

どちらかとい

うと賛成する

と思う

0社

0%

どちらともい

えない

6社
17%

どちらかとい

うと反対する

と思う

反対すると

思う

13社
37%

無回答

2社

6%

回答事業所：35社

13社
37％

※ モビリティマネジメント
当該の地域や都市を、「過度に自動車に頼る状態」から、「公共交通や徒歩
などを含めた多様な交通手段を適度に（＝かしこく）利用する状態」へと少し
ずつ変えていく一連の取り組み
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(3)通勤交通に関する公共交通の課題

⚫ 課題；

【要約】 西部地域事業を対象とした外出等に関するアンケート調査の実施

・コミュニティバスを通勤に利用する際の問題点としては、「バスの運行便数が少ない」が61％となり、公共交通の
サービス水準が課題となっている。
・従業員アンケートでは公共交通で通勤するための条件として「自宅近くで乗り降りできる」「会社近くで乗り降りで
きる」が上位に挙げられており、バスのルート設定が重要と考えられる。

➢ コミュニティバス西部コースの通勤
利用改編の可能性検討

61%

29%

23%

19%

13%

13%

10%

6%

0%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バスの運行便数が少ない

企業の就業時間に合う運行時間になっていない

従業員の自宅から最寄り停留所までが遠い

勤務地と最寄り停留所までが遠い

バスの運賃が高い

業務でクルマを使用する

定時制が確保できず、従業員が遅刻してしまう可能性が…

駅での乗継が悪い

座ることがほとんどできない

その他

事業所のコミュニティバスを通勤に利用する際の問題点
・事業所は、「公共交通の利便性があがれば求
人情報でPRでき、人材が集まりやすい」との意
見もあり、公共交通の充実を望む声がある。
・従業員からも、コミュニティバスの運行便数の
増加、運行時間帯の拡大の要望が多い。

(複数回答)



４

(4)通勤送迎バスの共同運行に関する課題

⚫ 課題；

【要約】 西部地域事業を対象とした外出等に関するアンケート調査の実施

・半数以上の20社は送迎バス共同運行に「参加しない」と
回答されたが、8社はメリットが大きければ参加したいと回
答された。
・希望する発着駅は、住道駅が8割で最も多い。
・共同送迎バスの運行で重視する条件としては、「会社の
すぐ近くで乗り降りできる」「運行便数が多い」「運賃が安
い」との回答されている。

➢ 参加意向のある事業所と協働した「共同
送迎バス」運行可能性の検討

事業所の送迎バスの共同運行についての考え

事業所の送迎バスの共同運行に際して重視する条件

導入に向けて積極的に

取り組みたい

0社
0%

メリットが大き

ければ参加し

たい

8社

23%

参加しない

20社

57%

その他

4社

11%

無回答

3社

9%

回答事業所：35社

(複数回答)
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１．西部地域における事業所アンケート調査の概要

（１）調査概要

・産業集積エリアの公共交通不便地域に立地する代表的な事業所を対象として、従業員の通勤と業務関連交
通の実態や公共交通利用の可能性などについてアンケート調査によって把握し、地域公共交通サービスの
検討に反映させるため、事業所及びその従業員に対するアンケート調査を実施した。

（２）調査方法

・大東市西部地域の事業所を対象として、郵送または商工会議所を通して調査を依頼
・郵送依頼する事業所は業種分類を考慮した上で、85事業所をランダムに抽出
・事業所アンケート送付時に従業員アンケートを同封し、事業所担当者に従業員への配布・回収を依頼

（３）有効回答数

・事業所アンケート：３５事業所
(参考）西部地域に立地する事業所数：1257事業所(平成26年経済センサス‐基礎調査)

・従業員アンケート：５９７人（３５事業所）

６
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１．西部地域における事業所アンケート調査の概要

（４）調査項目

①事業所アンケート（Ａ４，全４ページ）

・事業所概要（社名、連絡先、業種、従業員数）

・勤務形態（勤務時間）

・従業員の居住地

・従業員用駐車場、駐輪場の有無

・従業員の通勤状況（通勤手段）

・送迎バスの運行有無

・通勤制度（通勤手段の登録、通勤手当支給状況）

・マイカー通勤に対する意識

・大東市の公共交通の問題点

・送迎バスの共同運行の可能性について

・自由意見・要望
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１．西部地域における事業所アンケート調査の概要

（４）調査項目 ①事業所アンケート（Ａ４，全４ページ）

８
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１．西部地域における事業所アンケート調査の概要

（４）調査項目

②従業員アンケート（Ａ４，２ページ）

・普段の通勤について

交通手段,通勤頻度,通勤時間

・通勤の満足度

・公共交通を利用した通勤の可能性

・共同送迎バスの利用意向

・自由意見・要望

・個人属性



２．事業所アンケート結果

（１）事業所の概要

①回答事業所の業種

・回答事業所のうち約７割が製造業

21

2

5

3

7

1

3 1
4

1

4

1

1 ：回答事業所数

5社

8社

6社

3社

3社

3社

4社

3社

0 2 4 6 8 10 12 14

1～9人

10～19人

20～49人

50～99人

100人以上 製造業 その他

②回答事業所の立地

・西部地域の各地域から
回答を頂いた

③従業員数

・製造業以外の業種は、従業員数50人以下の中小企業

④従業員の雇用状態

・製造業はほとんどが正社員に対し、その他の業種は正
社員の割合が7割程度である

１０



２．事業所アンケート結果

（１）事業所の概要

⑤勤務形態

・ほとんどが日勤務であり、交代制勤務は2社のみである
・始業時間は8:00～9:00の間が多い
・終業時間は17：00～17：30が多い

94%

3%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日勤務

交代制勤務(2交代)

交代制勤務(3交代)

3%

37%

54%

17%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8:00より前

8:00～8:30

8:30～9:00

9:00～10:00

10:00以降

6%

6%

69%

26%

9%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

16:00より前

16:00～17:00

17:00～17:30

17:30～18:00

18:00～18:30

18:30以降

⑥従業員の居住地

・従業員の居住地は大阪府北部が34％と最も多い

・約７割が大東市外から通勤している。

始業時間

１１

終業時間

※交代制勤務の場合、勤務時間帯は複数あるため、グラフの合計は１００％を超えるものである。



２．事業所アンケート結果

（１）事業所の概要

⑦従業員用駐車場の有無

・ほとんどの事業所が従業員用駐車場を有しており、「駐車

場がない」と回答された事業所は5社に留まった。

⑧従業員用自転車駐輪場の有無

・ほとんどの事業所敷地内に駐輪場を有しており、「駐輪場
がない」と回答された事業所は6社となっている。

1～4台

3

5～9台

1

1

10～19台

7

1

20～29台

7

30台以上

3

無回答

5 26社

2社

6社

0 5 10 15 20 25 30

凡例（駐輪台数）

事業所敷地内

事業所敷地外

駐輪場を整備していない

事業所数（社）
回答事業所：34社

1～2台

4

6

9

2～4台

9

2

2

5～9台

7

1

10台以上

7 27社

8社

12社

2社

0 3 6 9 12 15 18 21 24 27 30

凡例（自動車保有数）

小型車

大型車（ガソリン）

大型車（ディーゼル）

自動車保有無し

事業所数（社）
回答事業所：33社⑨事業所の自動車保有台数

・ほとんどの事業所が自動車を保有し
ており、自動車を保有していない事業
所は2社に留まった

1～4台

4

1

6

5～9台

3

1

2

3

10～19台

3

1

2

20台以上

2

2

無回答

2

1

14社

2社

3社

14社

5社

0 3 6 9 12 15

凡例（駐車台数）

事業所敷地内無料

事業所敷地内有料

事業所敷地外無料

事業所敷地外有料

駐車場なし

事業所数（社）回答事業所：35社

１２

(複数回答) (複数回答)

(複数回答)



認めている

7社

20%
条件付き

で認めて

いる

4社

11%

認めてい

ない

21社
60%

無回答

3社

9%

回答事業所：35社

２．事業所アンケート結果

（２）従業員の通勤について

①従業員の通勤交通手段

・従業員の通勤交通手段は、
自転車が最も多い

③通勤に関する制度

・通勤手段、経路を登録している事業所は66％である。

・マイカー通勤を認めている事業所は、「条件付きで認めている」を合わせると９割以上となり、マイカー通勤を認めていない事業所
は2社に留まっている。

・一方で、社用車の持ち帰りを認めている事業所は「条件付きで認めている」を合わせると約３割であり、６割の事業所は社用車の
持ち帰りを認めていない。

②従業員用送迎バスの有無

・回答事業所のうち、1社のみ送
迎バスを運行されている

している

23社

66%

していない

11社

31%

無回答

1社

3%

回答事業所：35社

認めている

22社

63%

条件付き

で認めて

いる

10社

28%

認めてい

ない

2社
6%

無回答

1社

3%

回答事業所：35社

Q.通勤手段、経路を
登録していますか？

Q.マイカー通勤を認
めていますか？

Q.社用車の持ち帰り
を認めていますか？

１３

鉄道・バス

246人

25%

自動車

222人

22%

バイク

175人

18%

自転車

312人

32%

徒歩

26人

3%

回答事業所：34社

送迎バス

がある

1社
3%

送迎バス

はない

33社
94%

不明・無回答

1社

3%

回答事業所：35社



２．事業所アンケート結果

④通勤手当の支給状況

・「鉄道・バス」の通勤手当については、「全額支給」が
49％で最も多く、次いで「上限を設けて支給」が31％と
なっている。

・「自動車・バイク」の通勤手当については、「距離に応じて
支給」が74％で最も多く、次いで「鉄道バス利用相当額を
支給」が14％となっている。

・「徒歩・自転車」については「距離に応じて支給」が31％
で最も多く、支給していない事業所は20％であった。その
他業種では「支給していない」割合がやや高い

（２）従業員の通勤について

鉄道・バスの通勤手当支給状況

自動車・バイクの通勤手当支給状況

徒歩・自転車の通勤手当支給状況

１４

全額支給

40%

70%

49%

36%

20%

31%

支給していない その他

4%

無回答

20%

10%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

（鉄道・バスの通勤手当）

製造業(n=25社)

その他(n=10社)

総計

上限を設けて
支給

3％



２．事業所アンケート結果

（３）事業所の「マイカー通勤」に対する意識

①マイカー通勤によって発生している問題点

・マイカー通勤による「交通事故」への懸念が最も多い

63%

30%

15%

11%

4%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交通事故

駐車場の確保

通勤時の交通渋滞

通勤費用

路上駐車

その他

0%

12%

68%

3%

12%

3%

9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

マイカー通勤を奨励

コロナ禍のみマイカー通勤奨励

従業員の自主性に任せている

マイカー通勤の自粛を呼びかけ

原則禁止、条件付き許可

自動車通勤を禁止

その他

②マイカー通勤に対する事業所の対応

・ほとんどの事業所では、マイカー通勤は従業員の自主性に
任せられている

マイカー通勤禁止
の事業所

１５

(複数回答) (複数回答)



２．事業所アンケート結果

（３）事業所の「マイカー通勤」に対する意識

③マイカー通勤削減への関心

・半数の事業所はマイカー通勤削
減には関心がない

④マイカー通勤削減にむけた
取組実施の可能性

・マイカー通勤削減に向けた取組を
実施する意向がある事業所はほと
んどない

⑤マイカー通勤抑制を実施した
場合の従業員の反応

・ほとんどの事業所は従業員からの反対
を懸念している

１６

とてもある

0社

0%

少しある

1社

3%

どちらとも

いえない

13社
37%あまりない

12社

34%

全然ない

5社

14%

無回答

4社

12%

回答事業所：35社

賛成すると思う

1社

3%

どちらかとい

うと賛成する

と思う

0社

0%

どちらともい

えない

6社
17%

どちらかとい

うと反対する

と思う

反対すると

思う

13社
37%

無回答

2社

6%

回答事業所：35社

13社
37％

とてもある

0社

0%

少しある

4社

11%

どちらともい

えない

15社
43%

あまりない

8社

23%

全然ない

6社

17%

無回答

2社

6%

回答事業所：35社



２．事業所アンケート結果

（３）事業所の「マイカー通勤」に対する意識

⑥マイカー通勤を抑制することによって得られると思われる効果

・マイカー通勤を抑制することによって、「交通事故の減少」「渋滞の解消」が期待されている。

81%

55%

45%

29%

19%

13%

13%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交通事故の減少

渋滞の解消

地球環境の改善

経費の節約

健康増進

遅刻の減少

企業の社会的貢献

企業のイメージ向上

その他

１７

(複数回答)



２．事業所アンケート結果

（４）大東市の路線バス・コミュニティバスを通勤に利用する際の問題点

・大東市の路線バス・コミュニティバスに対しては、「バスの運行便数が少ない」とする意見が６割以上と最も
多くなっている。

・また、「通勤に使用するには時間帯が合わない」といった意見も多い

61%

29%

23%

19%

13%

13%

10%

6%

0%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バスの運行便数が少ない

企業の就業時間に合う運行時間になっていない

従業員の自宅から最寄り停留所までが遠い

勤務地と最寄り停留所までが遠い

バスの運賃が高い

業務でクルマを使用する

定時制が確保できず、従業員が遅刻してしまう可能性が…

駅での乗継が悪い

座ることがほとんどできない

その他

１８

(複数回答)



（５）送迎バスの共同運行について

①送迎バスの共同運行についての考え

・8社から「メリットが大きければ参加したい」との回答があった

②希望する発着駅

・住道駅が8割と最も多いが、鴻池新田駅、門真南駅を
希望する事業所もある

③送迎バスの共同運行に際して重視する条件

・「会社のすぐ近くで乗り降りできる」「運行便数が多い」といった
利便性、「運賃が安い」といったサービス水準を挙げる意見が
多い。

２．事業所アンケート結果

１９

80%

45%

35%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住道駅

鴻池新田駅

門真南駅

その他

回答事業所：20社

導入に向けて積極的に

取り組みたい

0社
0%

メリットが大きけ

れば参加したい

8社
23%

参加しない

20社

57%

その他

4社

11%

無回答

3社

9%

回答事業所：35社

複数回答



３．従業員アンケート結果

（１）従業員（回答者）の個人属性

①居住地

・約６割が大東市外からの通勤である

0%

18%

20%

49%

4%

1%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15～19歳

20～34歳

35～44歳

45～64歳

65～74歳

75歳以上

無回答 N=597人

③年齢

②性別

④雇用形態

大東市外

２０

79%

4%

8%

1%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員

契約社員

パート・アルバイト

その他

無回答 N=597人

男性

422人

71%

女性

130人

22%

無回答

45人

7%

N=597人



３．従業員アンケート結果

（２）従業員の通勤状況

①通勤手段

・市内からの通勤は自転車の割合が非常に高い

・大阪市からは鉄道で通勤される方が多い

・その他の地域からは自動車の割合が高い

通勤手段×居住地 通勤手段×業種

・その他の業種では、製造業と比較して自動車通勤の割合が
高くなっている

２１



３．従業員アンケート結果

（２）従業員の通勤状況

②出勤日数

・製造業は約9割が週5日出勤である
・その他業種では週6日以上の出勤もやや高くなっている。

③通勤時間

・通勤時間は、約半数が30分以内となっている。

④出勤時間帯

・出勤時間は、製造業は
7:30～9:00の間に集中しているが、
その他業種では出勤時間のばら
つきが大きい

・帰宅時間は17:00～18:00が多い

（出勤時）会社に到着する時間 （帰宅時）会社を出発する時間

２２



３．従業員アンケート結果

（２）従業員の通勤状況

⑤通勤の満足度

・8割近くが「満足」（大変満足/ほぼ満足）と回答されたが、2割の方は「不満」（不満/やや不満）となっている。

・特に鉄道・バスで通勤している方は半数以上が「不満」（不満/やや不満）と回答

・不満の内容としては、「交通手段が不便」と回答される割合が高い

２３

通勤手段別満足度 不満の内容

37%

30%

25%

10%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交通手段が不便

快適・安全性

身体的負担

経済的負担

その他

N=126人
(複数回答)

凡例（通勤の満足度）

鉄道・バス（n=122)

自転車（n＝143）

バイク（n＝102）

自転車・徒歩（n＝214）

総計

やや不満 不満

6% 41% 36% 17%

大変満足 ほぼ満足

21% 63% 14%

41% 43% 14%

35% 53% 11%

27% 51% 17% 5%

2％

2％

1％

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1



３．従業員アンケート結果

（３）公共交通で通勤する場合の条件

59%

50%

27%

26%

22%

14%

14%

13%

12%

2%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会社近くで乗り降りできる

自宅近くで乗り降りできる

運行便数が多い

運賃が安い

早い時間帯に運行

遅い時間帯に運行

シャトルバスがある

新型コロナ感染予防対策が十分

鉄道とバスとの乗り継ぎが便利

その他

鉄道やバスでは通勤できない
N=201人

(複数回答)

・公共交通に求める条件としては、「会社や自宅近くで乗り降りできる」といった利便性を求める意見が多い

２４



３．従業員アンケート結果

（４）送迎バスの共同運行について

81%

51%

31%

29%

28%

20%

19%

13%

1%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会社のすぐ近くで乗り降りできる

運行便数が多い

事前予約不要

運賃が安い

鉄道駅での乗継が便利

新型コロナ感染予防対策が十分

早い時間帯に運行

遅い時間帯に運行

機密保持の対策が十分

その他
N=434人

(複数回答)

・公共交通に求める条件と同様に、送迎バスについても「会社近くで乗り降りできる」「運行便数が多い」といった利便性を求
める意見が多い

２５



３．従業員アンケート結果

（５）自由意見

・４８名の方から大東市の公共交通について具体的な意見・要望をいただいた

・コミュニティバスへの利便性や、具体的なルートを挙げての要求が多い

２６

分類 意見 回答者数
本数が少ない/増便希望 12
具体的なルートの希望 12
不便/利用できる公共交通がない 5
利用したことがない 4
運行時間の拡大 4
運賃を安くしてほしい 3
乗車時間の短縮 3
もっとPRを/運行情報がわかりにくい 3
コミュニティバスは便利 2
電子決済可能にしてほしい 1

近鉄バスとの連携 1
渋滞緩和対策が必要 2
その他 4

※複数回答

公共交通へ
の意見・要望

その他


